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少子化と男女共同参画社会少子化と男女共同参画社会

●●男女が等しく社会参画しやすい社会

●男女が家族形成しやすい社会

少子化問題
未婚化・晩婚化
夫婦出生力の低下

ジェンダー問題

同一の問題に根ざして
いないか？
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少子化現象

出生率（合計特殊出生率）が長期間にわたり、
人口置換水準（注）を割り込み、低下を続ける状態
で、総人口の減少や高齢化水準の上昇をもたらす
現象を指す。

注：人口置換水準とは、親の世代と子の世代の人口が
１対１で置き換わる出生率の水準のこと。合計特殊出
生率で２．０７～８の水準。
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出生数及び合計特殊出生率の推移出生数及び合計特殊出生率の推移
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出　　生　　数

合計特殊出生率

第１次ﾍﾞﾋﾞｰﾌﾞｰﾑ
　　　270万人
　　　　4.32

ひのえうま
　136万人
　　1.58

第２次ベビーブーム
　　　209万人
　　　　2.14

 2003年
112万人
   1.29

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」各年版
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出生率の人口学的概念出生率の人口学的概念

合計特殊出生率合計特殊出生率

（（ＴＦＲＴＦＲ：：TTotal otal FFertility ertility RRateate））
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合計特殊出生率の定義（合計特殊出生率の定義（TFRTFR））
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B(a,t) は、ｔ年における年齢a歳の母親の出生数
NF(a,t) は、ｔ年における年齢a歳の女子人口数

合計特殊出生率＝

合計（母親の年齢別出生数／女性の年齢別人口）
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年齢別出生率：年齢別出生率：19751975年と年と20002000年年
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合計特殊出生率合計特殊出生率((TFRTFR))の定義の定義
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B(B(a,ta,t))は、は、ｔｔ年における年齢年における年齢aa歳の母親の出生数歳の母親の出生数
NNFF((a,ta,t))は、は、ｔｔ年における年齢年における年齢aa歳の女子人口数歳の女子人口数
NNFmarFmar((a,ta,t))は、は、ｔｔ年における年齢年における年齢aa歳の有配偶女子人口数歳の有配偶女子人口数
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有配偶年齢別嫡出出生率：有配偶年齢別嫡出出生率：19751975年と年と20002000年年
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年齢別有配偶人口構成割合：年齢別有配偶人口構成割合：19751975年と年と20002000年年
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合計特殊出生率変化の要素分解：合計特殊出生率変化の要素分解：19751975年～年～20002000年年

期 間 1975 ～ 1980 ～ 1990 ～ 2000 1975 ～ 2000

TFR実績値（年央人口分母） 1.94 1.74 1.55 1.35 1.94 1.35
└ ┘└ ┘└ ┘ └ ┘

総変化量

結婚行動の変化に起因する

変化量      

寄与率（％）

夫婦出生行動の変化に起因する

変化量      

寄与率（％）

-0.20 
(100.0)

-0.17
(86.9)

-0.12
(61.4)

-0.19 
(100.0)

-0.17
(89.3)

-0.03
(13.1)

-0.02
(10.7)

-0.17
(28.7)

-0.20 
(100.0)

-0.58 
(100.0)

-0.42
(71.3)

-0.08
(38.6)
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出生率の時代・年齢・世代変化出生率の時代・年齢・世代変化

 

PTFR 4.54

2.00 1.96 2.09 2.02 1.97 1.83

1.94  1.92 2.05 1.96 1.88 1.73 1.46

CTFR 1.97 1.83 1.462.01 1.97 2.1 2.03

1.76 1.54 1.42 1.36

年　　次

1925 1930 1935

1990

1940 1945 1950 1955

（ 結 婚 変 動 に よ る 出 生 率 低 下 ）

1960 1965 1970 1975

3.65 2.37 2.00

40歳

45歳

50歳
19801947 1950 1955 1960 1965 1970

20歳

25歳

30歳

35歳

第一の人口転換期→
← 出 生 率 安 定 期 →
人口置換水準の出生率 (TFR=2.1)

← 出 生 率 低 下 期 →

出生年次（出生コーホート）

20001985 19951975

注:1960年コーホートは40歳時,
　　1965年コーホートは35歳時

（夫婦出生力の低下）

2.14 2.13 1.91 1.75
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コーホート年齢累積出生率コーホート年齢累積出生率

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

1930 1935 1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970

出生コーホート

20 25
30 35
40 45

13



出生率低下の要因出生率低下の要因

●夫婦の子ども産み方の変化

●結婚の変化
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●●結婚の変化結婚の変化
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平均初婚年齢平均初婚年齢
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資料：厚生省労働省『人口動態統計』各年版
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労働力状態別にみた人口ピラミッド；労働力状態別にみた人口ピラミッド；20002000年年
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年齢別未婚率の年次推移年齢別未婚率の年次推移
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●●夫婦の子ども産み方の変化夫婦の子ども産み方の変化
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夫婦の完結出生児数夫婦の完結出生児数
（結婚持続期間15～19年）

第１回調査 (1940年) 4.27人

第２回調査 (1952年) 3.50  

第３回調査 (1957年) 3.60  

第４回調査 (1962年) 2.83  

第５回調査 (1967年) 2.65  

第６回調査 (1972年) 2.20  

第７回調査 (1977年) 2.19  

第８回調査 (1982年) 2.23  

第９回調査 (1987年) 2.19  

第10回調査 (1992年) 2.21  

第11回調査 (1997年) 2.21  

第12回調査 (2002年) 2.23  

調査(調査年次) 　完結出生児数

資料：国立社会保障・人口問題研究所資料：国立社会保障・人口問題研究所『『第第1212回出生動向回出生動向
基本調査：結果の概要基本調査：結果の概要』』20032003年年55月月
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妻の出生年別、平均出生子ども数妻の出生年別、平均出生子ども数
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●●社会経済変化社会経済変化
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社会経済変化と時代・年齢・世代社会経済変化と時代・年齢・世代
年　　次

1925 1930 1935

1990

1940 1945 1950 1955

← 平 成 不 況 期

（ 結 婚 変 動 に よ る 出 生 率 低 下 ）

出生年次（出生コーホート）

← 戦 後 復 興 期 →

← 製 造 業 復 興 →

1960 1965 1970 1975

19951965 1970 19751945 1950 1955 1960 2000

20歳

25歳

30歳

35歳

40歳

45歳

50歳
1980 1985

（夫婦出生力の低下）

← 高 度 経 済 成 長 期 → ← 低 成 長 期 →

第一の人口転換期→
← 出 生 率 安 定 期 →
人口置換水準の出生率(TFR=2.1)

← 製 造 業 中 心 の 産 業 化 → ← サ ー ビ ス 産 業 化 →

← 出 生 率 低 下 期 →
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産業類型別就業人口割合の推移産業類型別就業人口割合の推移
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資料：総務省統計局『国勢調査報告』各年版
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男女の就業者数の推移男女の就業者数の推移

第１次産業（男） （女）

第２次産業（男） （女）

第３次産業（男） （女）
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女性の配偶状態別にみた有業率女性の配偶状態別にみた有業率
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女性の配偶状態別にみた有業率女性の配偶状態別にみた有業率
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女性の配偶状態別にみた有業率女性の配偶状態別にみた有業率
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配偶関係別労働力人口

未婚(労働力）

有配偶（労働力） 離・死別（労働力）
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●未婚労働力に対する需要の拡大

●中高年女性の就業の拡大

ただし、非正規就業の需要拡大

女性の労働力化の特徴女性の労働力化の特徴

30



●●結婚変動と社会経済変化結婚変動と社会経済変化
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未婚者の生涯の結婚意思未婚者の生涯の結婚意思

第８回調査 第９回 第10回 第11回 第12回
（1982年）（1987年）（1992年）（1997年） （2002年）

【 男　　性 】

 いずれ結婚するつもり 95.9 % 91.8   90.0   85.9   87.0   

 一生結婚するつもりはない 2.3   4.5   4.9   6.3   5.4   

 不　　　　詳 1.8   3.7   5.1   7.8   7.7   

 総　　　数 ( 18～34歳 ) 100.0 % 100.0   100.0   100.0   100.0   

(標　 本　 数)  (2,732)  (3,299)  (4,215)  (3,982)  (3,897)

【 女　　性 】

 いずれ結婚するつもり 94.2 % 92.9   90.2   89.1   88.3   

 一生結婚するつもりはない 4.1   4.6   5.2   4.9   5.0   

 不　　　　詳 1.7   2.5   4.6   6.0   6.7   

 総　　　数 ( 18～34歳 ) 100.0 % 100.0   100.0   100.0   100.0   

(標　 本　 数)  (2,110)  (2,605)  (3,647)  (3,612)  (3,494)

生涯の結婚意思
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恋愛結婚・見合い結婚構成の推移恋愛結婚・見合い結婚構成の推移
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3434ペ－ジペ－ジ

結婚に対する考え方結婚に対する考え方
第９回 第10回 第11回 第12回

（1987年）（1992年）（1997年）（2002年）

【 男　　性 】

 ある程度の年齢までには
　結婚するつもり

60.4 % 52.8   48.6   48.1   

 理想的な相手が見つかるまでは
　結婚しなくてもかまわない

37.5   45.5   50.1   50.5   

 不　　　　詳 2.1   1.6   1.3   1.4   

 総　　　　数 ( 18～34歳 ) 100.0 % 100.0   100.0   100.0   

(標　 本　 数)  (3,027)  (3,795)  (3,420)  (3,389)

【 女　　性 】

 ある程度の年齢までには
　結婚するつもり

54.1 % 49.2   42.9   43.6   

 理想的な相手が見つかるまでは
　結婚しなくてもかまわない

44.5   49.6   56.1   55.2   

 不　　　　詳 1.3   1.3   1.1   1.3   

 総　　　　数 ( 18～34歳 ) 100.0 % 100.0   100.0   100.0   

(標　 本　 数)  (2,420)  (3,291)  (3,218)  (3,085)

結婚に対する考え方
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未婚者の異性との交際未婚者の異性との交際

第９回 第10回 第11回 第12回 第９回 第10回 第11回 第12回

(1987年) (1992年) (1997年) (2002年) (1987年) (1992年) (1997年) (2002年)

婚約者がいる   2.9 %  3.2  2.9   2.7   4.6 %  3.9  3.8   3.9

恋人として交際して
いる異性がいる

19.4  23.1 23.3  22.4 26.2  31.6 31.6  33.1

友人として交際して
いる異性がいる

23.6  19.2 15.3  11.3 25.4  19.5 15.9  12.4

交際している異性は
いない

48.6  47.3 49.8  52.8 39.5  38.9 41.9  40.3

不　　詳   5.5   7.2  8.7  10.9   4.3   6.3  6.8  10.2

総　　数 (18～34歳) 100.0 % 100.0 100.0 100.0 100.0 % 100.0 100.0 100.0
（標　本　数） (3,299) (4,215) (3,982) (3,897) (2,605) (3,647) (3,612) (3,494)

男　性 女　性

異性との交際
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独身にとどまっている理由：独身にとどまっている理由：2525～～3434歳歳
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男女の年齢別失業率男女の年齢別失業率

女性の年齢別失業率
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男女の雇用状態男女の雇用状態

小計 パート アルバイト 派遣社員2) その他3)

20～24歳 1992年 2.6 80.4 16.5 4.5 9.9 0.5 1.6
1997年 2.3 70.2 27.6 6.9 16.8 1.0 2.8
2002年 1.8 54.2 44.0 8.7 25.2 2.2 7.8

25～29歳 1992年 7.4 70.4 21.1 11.5 5.5 1.5 2.6
1997年 5.5 69.1 25.5 12.7 7.0 2.2 3.6
2002年 3.9 60.5 35.6 14.0 8.8 4.4 8.4

30～34歳 1992年 18.2 50.7 29.9 21.3 3.9 1.1 3.6
1997年 13.0 52.7 34.3 22.8 5.3 2.1 4.1
2002年 8.3 49.6 42.1 23.3 6.6 4.5 7.7

年齢 年次 非雇用者
正規雇用者

1)

非正規雇用

小計 パート アルバイト 派遣社員2) その他3)

20～24歳 1992年 4.4 78.2 17.2 0.6 14.4 0.4 1.9
1997年 4.3 73.5 22.2 1.1 18.8 0.3 2.0
2002年 3.5 60.6 35.9 1.8 27.4 1.3 5.4

25～29歳 1992年 5.9 87.5 6.3 0.3 2.7 0.2 3.2
1997年 5.5 86.5 8.0 0.6 3.9 0.2 3.3
2002年 5.0 81.3 13.7 1.1 6.2 1.1 5.5

30～34歳 1992年 9.1 84.5 6.1 0.3 1.1 0.1 4.7
1997年 7.7 85.2 7.1 0.4 1.8 0.2 4.7
2002年 7.4 82.2 10.4 0.6 3.0 0.8 6.1

非正規雇用
年齢 年次 非雇用者

正規雇用者
1)

男性

女性
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結婚の変動要因結婚の変動要因

Ａ．企業の特徴

①年功序列型賃金体系

②終身雇用制

③雇用機会（男性：高、女性：低）

Ｂ．家族の特徴

①片稼ぎ専業主婦型家族（性別分業） ①伝統的権威の弱体化 ①親の経済から夫の経済への移行

②皆婚規範・結婚年齢規範 ②性規範の変化（性の革命） ②結婚と独身の比較優位性

③二っ子規範 ③社会保障制度の成熟

④価値観の変化(自己実現を至上の価値とする)

⑤ポスト青年期の出現

⑥近代家族の終焉

⑦ジェンダー革命（男女共同参画）

⑧伝統的家族意識の残存

    （家庭内性別役割分業意識） ①配偶者選択原理(上方婚・下方婚)

⑨新専業主婦願望 ②配偶者選択方法(見合・恋愛)

⑩母性神話・三歳児神話 ③恋愛の市場原理

Ａ．企業の特徴

①年功序列型の変容

②終身雇用制の崩壊（片道出向・ﾘｽﾄﾗ）

③雇用機会（男性：高、女性：高）

    ただし、子育て後の正規就業困難 ①女性の雇用機会の拡大

②男女の賃金格差の縮小

Ｂ．家族の特徴 ③女性の高学歴化の進行 ①パートナーシップの形成

②共稼ぎ型家族 ②愛情関係に基づく男女関係

②家族の個人化（離婚率の上昇）

③ﾊﾟﾗｻｲﾄｼﾝｸﾞﾙ化(未婚期の長期化)

Ⅴ(b)．結婚の意味

Ⅰ．製造業社会（高度経済成長期）

Ⅲ．社会規範・価値観

④未婚・既婚女性の就業化

Ⅳ．女性をめぐる社会経済環境の変化

Ⅴ(a)．結婚の意味

Ⅵ．恋愛・結婚市場

Ⅱ．サービス産業社会
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●●夫婦出生行動の変化と夫婦出生行動の変化と
社会経済変化社会経済変化
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妻の就業状態別分布妻の就業状態別分布

正規雇用 専業主婦 非正規雇用 雇用者

(1) (2) (3) (1)+(3)

0～4年 100.0 % (1,462) 24.8 % 61.3  13.4 38.2

5～9年 100.0   (1,473) 20.6  58.5  20.4 40.9

10～14年 100.0   (1,512) 22.3  44.3  32.7 55.0

0～4年 100.0   (1,215) 22.4  58.0  18.7 41.1

5～9年 100.0   (1,219) 14.8  55.0  28.8 43.6

10～14年 100.0   (1,223) 16.5  38.8  43.3 59.8

0～4年 100.0   (1,281) 28.2  54.3  16.5 44.7

5～9年 100.0   (1,160) 16.8  58.1  24.1 40.9

10～14年 100.0   (1,124) 17.0  39.8  42.2 59.2

第12回(2002年)

結婚持続期間・
調査（調査年次）

総数(標本数）

第10回(1992年)

第11回(1997年)
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就業状態別子どもいない夫婦割合就業状態別子どもいない夫婦割合

正規雇用

第10回(1992年) (1,462) 61.1 % 62.4  25.6  

第11回(1997年) (1,215) 63.3  64.0  27.1  

第12回(2002年) (1,281) 59.5  62.0  24.0  

第10回(1992年) (1,473) 13.8  16.5  4.8  

第11回(1997年) (1,219) 18.3  21.7  4.6  

第12回(2002年) (1,160) 16.7  17.4  6.5  

第10回(1992年) (1,512) 5.9  7.4  2.8  

第11回(1997年) (1,223) 5.7  8.4  5.3  

第12回(2002年) (1,124) 6.2  8.9  4.0  

0～4年

5～9年

10～14年

就　業

総数
(標本数）

妻 の 就 業 状 態
結婚持続期間・
調査（調査年次） 専業主婦

（結婚前就業していた妻について）（結婚前就業していた妻について）
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第１子出産前職種別就業継続率第１子出産前職種別就業継続率
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潜在的有業率（潜在的有業率（20022002年、女）年、女）
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女性の労働力化と少子化の女性の労働力化と少子化の
トレード・オフトレード・オフ
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女子労働力率女子労働力率(25(25--3434歳）と出生率（歳）と出生率（TFRTFR））:1970:1970

3.87（アイルランド）

2.88（スペイン）

3.01（ポルトガル）
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2.13（日本）

2.03（ドイツ）
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2.50（ノルウェー）
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y = -0.0224x + 3.506
R2 = 0.3475
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女子労働力率女子労働力率(25(25--3434歳）と出生率（歳）と出生率（TFRTFR））:2000:2000

2.13（アメリカ）
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就業中断・再就職の金銭的損失就業中断・再就職の金銭的損失::短大卒短大卒

資料：経済企画庁『国民生活白書（平成９年版）』
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出産・育児退職後、再就職し
た場合の所得

遺失所得＝約6,300万円
損失率26.8%
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就業中断・再就職の金銭的損失就業中断・再就職の金銭的損失::短大卒短大卒

資料：経済企画庁『国民生活白書（平成９年版）』
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就業継続者との所得の差

出産・育児退職後、パートタイマー
として働いた場合の所得

遺失所得＝
約1億8,500万円
損失率78.4%
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所得階層別雇用者数所得階層別雇用者数,35,35～～4949歳歳

2,000 1,500 1,000 500 0 500 1,000 1,500 2,000

50万円未満

50～99万円
100～149
150～199

200～249
250～299

300～399
400～499
500～599

600～699
700～799

800～899
900～999

1000～1499

1500万円以上

正規の職員・従業員

パート

アルバイト

派遣社員

総務書『平成14年就業構造基本調査』2003年

男性 女性

単位：千
人
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●高い日本の出産・子育ての機会費用

●日本の企業風土・雇用慣行

●税・年金制度が女性労働のインセン

ティブを奪う

女性の労働力化と少子化の女性の労働力化と少子化の
トレード・オフトレード・オフ

51



少子化問題少子化問題

●●女性の働き方や生き方が、社会制度や社会女性の働き方や生き方が、社会制度や社会
慣行によって、誘導されている慣行によって、誘導されている

●●税の仕組み、年金の仕組み、扶養手当が就業抑制税の仕組み、年金の仕組み、扶養手当が就業抑制 →→ 子どもの機会費用の増大子どもの機会費用の増大

●●年功年功序列型序列型賃金体系賃金体系～～ 硬直化した職業流動性硬直化した職業流動性 →→ 子育て後の正規就業を困難子育て後の正規就業を困難

ライフコースの変更を困難にライフコースの変更を困難に

●●現実の経済社会は女性の労働力化を促進現実の経済社会は女性の労働力化を促進

●●未婚労働力に対する高い需要未婚労働力に対する高い需要→→ 結婚の抑制結婚の抑制

●●就業継続就業継続→→ 結婚や出産・子育ての抑制結婚や出産・子育ての抑制
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製造業社会（高度経済成長期）

企業の特徴 結婚の意味
年功序列型賃金体系 親の経済から夫の経済への移行
終身雇用制 結婚と独身の比較優位性

雇用機会（男性：高、女性：低）
家族の特徴

片稼ぎ専業主婦型家族（性別分業） 結婚の行動 夫婦の出生行動 合計特殊出生率

皆婚規範・結婚年齢規範 ＋ =
二っ子規範

＋ =

社会規範・価値観

○性規範の変化（性の革命） 結婚の意味
○価値観の変化 パートナーシップの形成
　（自己実現を至上の価値とする） 愛情関係に基づく男女関係

○ジェンダー革命
○ポスト青年期の出現

●伝統的家族意識の残存

サービス産業社会 社会慣行 社会制度

企業の特徴 専業主婦優遇制度

終身雇用制の崩壊（片道出向・ﾘｽﾄﾗ） 女性をめぐる社会経済環境の変化
雇用機会（男性：高、女性：高） 男女の賃金格差の縮小
ただし、子育て後の正規就業困難 女性の雇用機会の拡大

家族の特徴 女性の高学歴化の進行

共稼ぎ型家族 個人課税とＮ分のＮ乗方式

家族の個人化（離婚率の上昇）
パラサイトシングル化

    税における優遇制度
　　　　　　（配偶者控除）

    年金における優遇制度
　　　　（第３号被保険者）

出産・子育ての
機会費用増加

結婚後の女性の
就業継続化

専業主婦の存在を前提とした
仕組み

子供を産み育てながら就業しに
くい社会
子育て後に正規就業に就きにく
い社会

パート労働を前提とした産業構
造

晩婚・皆婚世代

晩婚・未婚化世代

経
済
・
社
会
の
変
化

1960年代以前の出生世代
　（二っ子規範世代）

1960年代以降の出生世代
　（夫婦出生力低下世代）

人口置換水準の出生率

超低出生率

未婚女性の就業化

少子化の要因図式少子化の要因図式
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